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1
本レポートの目的・調査概要



本レポートの目的・調査概要
本レポートの目的
・ 多くの日本企業が、DXを「自社の生き残りをかけた重要アジェンダ」と捉え積極的
に取り組んでいる。しかし、欧米をはじめとするグローバル企業と比べてDXの取り
組みが遅れており、その成功確率は低い状況である

・ そこで本レポートでは、足元の日本企業におけるDXの取り組み状況を整理した上で、
DXを成功に導くためのキーアジェンダを取り上げ、これからDXに着手する企業や、
変革に向けてさらなるアクセルを踏みたいと考えている企業に対して提言を行う

調査概要
・ 2023年2月、DXを推進している日本企業（売上高10億円以上）管理職以上1,106
名に対し、アンケート調査を実施（回答者属性詳細は後述）

※四捨五入の関係で、調査結果の総計が100％にならないものがあります。
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Q. あなたの勤務先企業／団体の売上高（直近の単体決算）をお聞かせください。ただし、勤務先企業が持株会社の場合は、直近の連結決算の売上高をお聞かせください。
Q. あなたの勤務先企業／団体の従業員数（単体）をお聞かせください。ただし、勤務先企業が持株会社の場合は、連結での従業員数をお聞かせください。
Q. あなたの勤務先企業／団体の業種（主な事業内容）として、以下のうち、もっとも近いものを１つお聞かせください。
（n=1,106）

設問

調査回答者（回答者所属企業）のセグメント・属性

■1兆円以上
■5,000億円以上1兆円未満
■3,000億円以上5,000憶円未満
■1,000億円以上3,000億円未満
■100億円以上1,000億円未満
■100億円未満

回答者所属企業の売上高

17%

8%

8%

13%
35%

19%

■情報・通信
■小売・卸売・商社
■金融・保険
■製造
■サービス・インフラ

回答者所属企業の業種

13%

9%

12%

28%

38%

■10,000人以上
■5,000人～9,999人
■3,000人～4,999人
■2,000人～2,999人
■1,000人～1,999人
■～999人

回答者所属企業の人数規模

21%

10%

9%
8%

19%

33%
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2
日本企業におけるDXの現在地



Q. あなたの勤務先企業／団体におけるDXへの取り組み状況について、あてはまるものをお選びください。
（n=1,106）
 ※カッコ内は前年比

設問

60％強が「経営戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」と回答。
昨年の結果からもわずかに増加しており、経営アジェンダとしての「全社DX」は引き続き、重要と言える。

DXの取り組み状況

DXの取り組み状況

9%（-1.7pt）
部署ごとに個別でDXに取り組んでいる

31%（-0.3pt）
経営戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる 61%（+1.9pt）

経営戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる
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Q. あなたの会社がDXのテーマとして取り組んでいる領域を全てお選びください。
（n=1,106）

設問

顧客接点や従業員変革の一環として、日本企業の半数超が 
「顧客接点変革・営業プロセス変革」や「働き方改革」に取り組んでいる。

DXの取り組みテーマ

DXの取り組みテーマ

顧客接点変革・営業プロセス変革

0% 20% 40% 60% 80% 100% （前年比）

働き方改革

経営・ビジネスモデル変革

情報システム変革

新規製品・サービス開発

製造業務プロセス変革

コーポレート業務プロセス変革

社会課題解決

52 +3.8pt

50

47

46

41

37

35

13

+1.0pt

-3.0pt

-2.2pt

-0.7pt

+0.6pt

-1.6pt

-0.7pt
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
（n=1,106）
※ カッコ内は前年比

設問

日本企業が取り組む全社DXに関して、「十分な成果が出ている」と答える企業は約12%と、昨年同時期に比べて微増。
「何らかの成果が出ている」の回答率を合計すると、約70％の企業がDXの取り組みに関して成果を獲得。

DXの成果創出状況

DXの成果

2%
全く成果が出ていない

3%
成果を測定していない・分からない

27%（+0.9pt）
あまり成果が出ていない 56%（+2.7pt）

何らかの成果が出ている

12%（+2.0pt）
十分な成果が出ている
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Q. あなたの勤務先企業／団体におけるデジタルトランスフォーメーションへの取り組み状況について、あてはまるものをお選びください。
（n=1,106）

設問

DXに対して十分な成果をあげたDX先行企業ほど、経営戦略に基づいた全社DXに仕立てている。
いかにして、一部門が取り組むDXという状況を脱するかがカギ。

DXの成果創出とDXの取り組み状況の関係

DXの取り組み状況

89% 7% 4%

57% 34% 9%

12%
DXに対して十分な成果をあげた企業

88%
DXに対する取り組みが 道半ばな企業

■経営戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる
■経営戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる
■部署ごとに個別でDXに取り組んでいる
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Q. あなたの会社がDXのテーマとして取り組んでいる領域を全てお選びください。
（n=1,106）

設問

また、DXに対して十分な成果をあげている企業は取り組むDXテーマが幅広く、DXを自社変革活動そのものと位置づけている様子。
特に、経営・ビジネスモデル変革を重要な課題ととらえ実践している。

DXの成果創出とDXの取り組みテーマの関係

DXに対して十分な成果をあげた企業

DXの取り組みテーマ

80

70

60

50

40

30

20

10

0

（%）

顧客接点変革・
営業プロセス変革

働き方
改革

経営・ 
ビジネスモデル変革

情報システム
変革

新規製品・
サービス開発

製造業務
プロセス変革

コーポレート業務
プロセス変革

社会
課題解決

DXに対する取り組みが道半ばな企業

63
53

76

48
60

52 48

32
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
（n=1,106）

設問

企業規模別に見ると、大企業ほど全社をあげたDXを推進しており、 
結果としてDX成果の獲得につながっている様子。

DXの成果創出と企業規模

DXの成果 DXの取り組み状況

■十分な成果が出ている ■全く成果が出ていない
■何らかの成果が出ている ■成果を測定していない・分からない
■あまり成果が出ていない

■経営戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる
■経営戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる
■部署ごとに個別でDXに取り組んでいる

1兆円以上

5,000億~1兆円未満

3,000億~5,000億円未満

1,000億~3,000億円未満

100億~1,000億円未満

100億円未満

全体

売
上
規
模
別

12% 56% 9%31%61%27%

22% 59% 18% 73% 23% 4%

12% 66% 15% 70% 21% 10%

14% 49% 31% 66% 24% 10%

10% 51% 29% 66% 31% 3%

9% 54% 32% 56% 34% 10%

9% 57% 29% 50% 38% 12%
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. あなたの会社において、全社におけるDX推進の責任者はどのような役職ですか？ あてはまるものをひとつお選びください。
（n=1,106）

設問

業種別では、小売・卸売・商社は他業種に比べてDXによる十分な成果が得られていない状況。
同セグメントはDX推進の責任者が課長クラスに留まっている割合が高く、推進力の観点で他業種と比べ弱い可能性がある。

DXの成果創出と業種間の違い

DXの成果

■十分な成果が出ている ■全く成果が出ていない
■何らかの成果が出ている ■成果を測定していない・分からない
■あまり成果が出ていない

情報・通信

小売・卸売・商社

金融・保険

製造

サービス・インフラ

全体

業
種
別

12% 56% 27%

13% 64% 16%

2% 65% 28%

11% 58% 23%

15% 52% 28%

12% 52% 31%

【参考】 DX推進の責任者の役職 （小売・卸売・商社）

※カッコ内は全体比

課長レベル

責任者不在・分からない CEO

CxO・
執行役員レベル

部長レベル

25%
（+7.9pt）

34%
（-3.6pt）

32%
（-0.9pt）

7%
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Q. あなたの会社では、あなたの会社におけるDXを推進する専門組織が設置されていますか？あてはまるものをひとつお選びください。
Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
（n=1,106）

設問

全社DXを推進する組織の役割は、実行型から調整型に移行傾向。DXを推進する専門組織の役割は、「全体最適に向けてDXプロジェク
ト間の整合性をとる」ことが増加する一方で、「DXプロジェクトの中心的なタスクの担い手としてプロジェクトを推進」や「全社における
DXプロジェクトの全てを統制し、推進テーマの決定、事業部門との協働推進をリード」は減少。

全社DXを推進する組織の役割

40

全社DXを推進する組織の役割

今回（2023年）
前回（2022年）

80

20

0

（%）

（個別最適に陥りがちな各DX
プロジェクトの内 容を把 握
し、）全体最適に向けてDXプ
ロジェクト間の整合性をとる

DXに関するナレッジおよびス
キルを保有し、 DXプロジェク
ト推進チームに、適宜サポー
ト・アドバイスを実施

DXプロジェクトの中心的な
タスクの担い手としてプロ
ジェクトを推進

全社におけるDXプロジェクト
の全てを統制し、推進テーマ
の決定、事業部門との協働推
進をリード

調整型 実行型

60

40 53

23
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3
DXを加速させるためのキーアジェンダ



※1 DXの全体的な成果について、「十分な成果が出ている」と答えた回答者の所属する企業
※2 DXの全体的な成果について、「十分な成果が出ている」以外を答えた回答者の所属する企業

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7.

長期視点に立った
DX実践

DX原資の
確保

経営の
リーダーシップ

内部人材の
変革・育成

データドリブン 
経営の実践

KPIマネジメント
の実践

イノベーション・
外部連携の促進

12%
DXに対して 
十分な成果を 
上げた企業※1

67% 64% 21% 60% 66% 5.0 59%

88%
DXに対する 
取り組みが 
道半ばな企業※2

28% 17% 6% 16% 18% 3.4 27%

5年以上の長期にわ
たって全社DXに取り
組んでいる企業の割合

DX予算を他予算と一
括管理することなく、
独立した形で原資を
確保・運用している
企業の割合

CEOがDX推進リード
の役目を負っている
企業の割合

目指すべきDX人材像
に必要な育成計画・
研修制度を整備して
いる企業の割合

DXによる成果を定量
的に測定している企
業の割合

全社レベルで設定し
ているDX成果指標の
平均項目数

DX推進にあたって競
合企業とのパート
ナーシップ連携を図り
たい企業の割合

全社DXに対して十分な成果をあげている企業とそうではない企業の大きな違いは7点。
今後の全社DX推進力の観点で他業種と比べ弱い可能性がある。

2023年調査から見えた重要なポイント（サマリ）
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. あなたの会社では、DXの取り組みをどれくらいの期間推進されていますか？あてはまるものをひとつお選びください。
Q. あなたの勤務先企業／団体の売上高（直近の単体決算）をお聞かせください。
Q. あなたの勤務先企業／団体の従業員数（単体）をお聞かせください。
（n=1,106）

設問

DXの成果創出までの道のりは長く、短期的な成功にとらわれず、継続的にDXに取り組むことが重要。
また、売上規模や従業員数規模の多い大企業ほど長くDXに取り組んでいる様子。

1.長期視点に立ったDX実践

DXの取り組み期間

■10年以上　　■5年以上10年未満　　■3年以上5年未満　　■1年以上3年未満　　■1年未満

DXに対して十分な成果をあげた企業
DXに対する取り組みが道半ばな企業

1兆円以上
5,000億円～1兆円

3,000億円～5,000億円
1,000億円～3,000億円

100億円～1,000億円
100億円未満

10,000人以上
5,000人～9,999人
3,000人～4,999人
2,000人～2,999人
1,000人～1,999人

1,000人未満

31% 36% 21% 10% 2%

5% 23% 39% 30% 2%

20% 29% 35% 15% 1%

10% 28% 40% 21% 1%

5% 27% 33% 34% 2%

3% 23% 39% 32% 3%

5% 21% 37% 33% 3%

6% 26% 36% 28% 3%

17% 27% 36% 18% 1%

8% 25% 43% 22% 1%

3% 31% 39% 24% 3%

1% 28% 36% 33% 2%

5% 23% 38% 29% 4%

7% 22% 33% 35% 2%

DX
成果別

売上
規模別

従業員数
規模別

PwC 日本企業のDX推進実態調査2023 ～未来を創る全社DXへの挑戦～ 17



Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. あなたの会社では、DX予算を、IT予算やコーポレート予算（経営戦略・経理・人事他）などとは分けて予算執行できるようにしていますか？
Q. あなたの勤務先企業／団体の売上高（直近の単体決算）をお聞かせください。
Q. あなたの勤務先企業／団体の従業員数（単体）をお聞かせください。

設問

DXが長期的な変革プログラムと認識した上で、予算をIT・コーポレートなど他予算と区別し、変革原資として独立確保することが求めら
れる。なお、大企業ほどDX予算を明確に区分している。

2. DX原資の確保 

DX予算の予算執行

■DX予算をIT予算・コーポレート予算とは分けている ■DX予算はコーポレート予算の中に含めている　  ■その他・分からない
■DX予算はIT予算の中に含めている ■DX予算といった特別な枠は設けていない

DXに対して十分な成果をあげた企業
DXに対する取り組みが道半ばな企業

1兆円以上
5,000億円～1兆円

3,000億円～5,000億円
1,000億円～3,000億円

100億円～1,000億円
100億円未満

10,000人以上
5,000人～9,999人
3,000人～4,999人
2,000人～2,999人
1,000人～1,999人

1,000人未満

69% 22% 5%
2%

2%

30% 45% 15% 6% 4%

44% 40% 9% 2% 7%

40% 38% 13% 5% 3%

41% 38% 10% 6% 6%

35% 38% 19% 4% 4%

32% 45% 13% 7% 3%

27% 46% 18% 8% 2%

40% 40% 10% 3% 6%

39% 38% 13% 3% 7%

39% 43% 12% 5% 2%

35% 37% 20% 5% 4%

30% 45% 17% 6% 3%

31% 46% 14% 8% 2%

DX
成果別

売上
規模別

従業員数
規模別
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. あなたの会社において、全社におけるDX推進の責任者はどのような役職ですか？あてはまるものをひとつお選びください。
（n=1,106）

設問

DXに対して十分な成果をあげた企業ほど、CEOが推進リードの役目を負っている傾向が強い。
DX完遂にあたっては経営層としてのコミットメントが求められる。

3.  経営のリーダーシップ（1/4）： 
CEOによるDX推進

全社におけるDX推進の責任者の役職

21% 35% 1%36% 7%

6% 36% 2%19%37%

12%
DXに対して十分な成果をあげた企業

88%
DXに対する取り組みが 道半ばな企業

■CEO
■CxO・執行役員レベル
■部長レベル
■課長レベル
■責任者不在 (合議制)・分からない
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. 全社のDX戦略・計画に対する理解や、DXへの参画度合いについて、役職レベル別にあてはまるものをお選びください。
（n=1,106）

設問

DXに対して十分な成果をあげた企業ほど、従業員任せ一辺倒のDX推進ではなく、CxO・執行役員がDX戦略を理解した上で自ら参画・
リードしている状況。

3.  経営のリーダーシップ（2/4）： 
現場任せではないDX推進

CxO・執行役員レベルのDX戦略への理解・参画度合い

73% 15% 3%

3%
4%

2%

34% 25%

4%

10%10%16%

12%
DXに対して十分な成果をあげた企業

88%
DXに対する取り組みが 道半ばな企業

■ほぼ全てのCxO・執行役員が理解して参画している
■多くのCxO・執行役員が理解して参画している
■ある程度のCxO・執行役員が理解して参画している
■一部のCxO・執行役員が理解して参画している
■CxO・執行役員が理解も参画もしていない
■分からない
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. 全社のDX戦略・計画に対する理解や、DXへの参画度合いについて、役職レベル別にあてはまるものをお選びください。
（n=1,106）

設問

DXに対して十分な成果があげられていない企業ほど、現場（課長以下）のDXに対する理解度や参画度が落ち込む傾向があり、現場の
巻き込み施策も合わせて検討することが重要。

3.  経営のリーダーシップ（3/4）： 
現場によるDX実践の重要性

DXに対する取り組みが道半ばな企業におけるDX戦略への理解・参画度合い（役職別）

■ほぼ全ての社員が理解して参画している ■一部の社員が理解して参画している
■多くの社員が理解して参画している ■社員が理解も参画もしていない
■ある程度の社員が理解して参画している ■分からない

CxO・執行役員

本部長

部長

課長

係長・主任・一般社員

その他社員

34% 25% 16% 10%

4%

4%

4%

10%

29% 29% 20% 10% 8%

24% 29% 25% 12% 7%

17% 28% 29% 16% 6%5%

11% 25% 30% 20% 6%7%

8% 21% 30% 19% 11% 11%
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. DX推進に関する以下の項目について、あなたの会社にあてはまるものをお選びください。
（n=1,106）

設問

DXに対する取り組みが道半ばな企業ほど、経営層からDXビジョンおよびDX戦略が全社員向けに十分に発信されていない割合が高い。
現場が納得してDXに取り組むためには、経営層からの情報発信が必要不可欠。

3.  経営のリーダーシップ（4/4）： 
現場と経営層とのコミュニケーションの重要性

経営層からDXビジョンおよびDX戦略が全社員向けに十分に発信されているか？

61% 1%33%

5%

18% 51% 5%26%

12%
DXに対して十分な成果をあげた企業

88%
DXに対する取り組みが道半ばな企業

■非常にそう思う
■まあそう思う
■あまりそう思わない
■まったくそう思わない
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. DX推進に関する以下の項目について、あなたの会社にあてはまるものをお選びください。
（n=1,106）
※ カッコ内は前年比

設問

この1年の取り組みの中で、多くの日本企業が、DXの担い手となる従業員の育成に積極的に取り組んできた。
一方で、DXに対して十分な成果をあげた企業とそうではない企業とのGAPはまだまだ大きく、継続的な取り組みが求められる。

4. 内部人材（従業員）の変革・育成

16%
（+3.0pt）

目指すべきDX人材像に向けた育成計画・研修制度が整備されているか？
【参考】 目指すべき人材像・スキルの 定義が行われているか？

2%

6% 5%

6%27%

12%
DXに対して十分な
成果をあげた企業

88%
DXに対する取り組みが 

道半ばな企業

■非常にそう思う
■まあそう思う
■あまりそう思わない
■まったくそう思わない

■非常にそう思う
■まあそう思う
■あまりそう思わない
■まったくそう思わない

55%
（-2.8pt）

37%
（+2.5pt）

60%
（+0.7pt）

31%
（-2.6pt） 3%

6%27%
50%

（+1.8pt）
51%

（+6.4pt）
17%

（+8.0pt）
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. あなたの会社において、全社におけるDX推進の責任者はどのような役職ですか？ あてはまるものをひとつお選びください。
（n=1,106）

設問

DXに対して十分な成果をあげた企業ほど、「DXによる成果を定量的に測定している」割合が高く、データドリブン経営の重要性を理解 
した上で取り組んでいる。結果、データ分析による意思決定の高度化を実現。

5. データドリブン経営の実践（1/2）

DXによる成果を定量的に測定しているか？

データ分析による意思決定の高度化が実現できているか？

9%

34% 54%

2%

■非常にそう思う　　■あまりそう思わない
■まあそう思う　　　■まったくそう思わない

66% 2%26%

6%

18% 53% 5%24%

12%
DXに対して十分な
成果をあげた企業

88%
DXに対する取り組みが 

道半ばな企業

■非常にそう思う
■まあそう思う
■あまりそう思わない
■まったくそう思わない
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. データドリブン経営/経営モニタリングに関する以下の項目について、あなたの会社にあてはまるものをお選びください。
（n=1,106）

設問

データ分析による意思決定の高度化を実現するにあたり、DXに対して十分な成果をあげた企業ほど基幹システム（ERP、CRMなど）
の導入・刷新やデータおよび活用基盤を整備。全社変革の土台づくりとしての思い切った投資も必要では？

5.  データドリブン経営の実践（2/2）： 
基幹システムの重要性

データ利活用に向けた基幹システム（ERP、CRMなど）の導入・刷新をしているか？

57% 2%36%

5%

19% 50% 5%26%

12%
DXに対して十分な成果をあげた企業

88%
DXに対する取り組みが道半ばな企業

■非常にそう思う
■まあそう思う
■あまりそう思わない
■まったくそう思わない
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売上・利益に代表される結果指標のみならず、先行指標（データドリブンマネジメントにつながる経営・予測精度向上など）をKPI 
マネジメントの中に組み込むことがDXを成功に導くための要因になっている。ただし、非財務指標やイノベーション創出KPIはDX成果創
出状況に関わらず、相対的に低い水準。

Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. あなたの会社では、全社レベルでどのようなDXの成果指標を設定していますか？ あてはまるものを全てお選びください。
（n=1,106）

設問

6. KPIマネジメントの実践

DXに対して十分な成果をあげた企業

全社レベルで設定しているDXの成果指標

80

70

60

50

40

30

20

10

0

（%）

売上・利益の
増加

コスト
削減

社員の
生産性向上

事業KPI・
オペレーション

KPI

顧客満足度の
向上

経営精度
 （予測精度）の

向上

創出する
イノベーション数の

増加

非財務指標 
（社員関連）

非財務指標 
（コミュニティ関連）

非財務指標
（社会・環境関連）

DXに対する取り組みが道半ばな企業

70
63 65

49

58

47
39 37 37 40

相対的に低い

結果指標
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. DX推進上の今後の課題に関する以下の項目について、あなたの会社にあてはまるものをお選びください。
（n=1,106）

設問

十分なDX成果をあげている企業のほうが総じて課題感が強く、特に曖昧な目標設定や、事業変革につながるテーマ創出が次のステージ
への阻害要因になると見ている企業が多い。

【参考】DX先行企業の課題

DXに対して十分な成果をあげた企業

DX推進上の今後の課題

40

30

20

10

0

（%）

曖昧な
目標設定

事業変革
テーマ の不足

SXテーマの
不足

DXの巻き込み
不足

 （対部門）

DXの巻き込み
不足

 （対従業員）

自社内に
閉じた取り組み

多様性の
不足

表面的な
顧客理解

変革スピードの
欠如

外部人材の
活躍不足

変革疲れ

DXに対する取り組みが道半ばな企業

4040
36

30
32

30 28
31

34
36

28
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Q. あなたの会社が取り組んでいるDXの全体的な成果として、あてはまるものをお選びください。
Q. DX推進を強化するにあたりどのような関係者とパートナーシップ連携をしていますか？あてはまるものを全てお選びください。
（n=1,106）

設問

全体の傾向として、社外も巻き込んだイノベーション創出を促進する仕組み整備が進展。
十分なDX成果をあげている企業ほど競合企業とのイノベーション創出を進めており、業界横断型DXが見え始めている。

7. イノベーション・外部連携の促進

DX推進の強化に向けて連携しているパートナー

■DXに対して十分な成果を上げた企業
■DXに対する取り組みが道半ばな企業

競合企業 サプライヤー
 （取引先）

顧客企業 コンサルティング
企業

システム
インテグレーター

（SIer）

スタートアップ
企業

プラットフォーム
企業

非営利活動
法人

学術研究
機関

政府・ 
公的機関

59

27

57

45 47

33

56

38

47

37 37

21

35

23 25

12

24

15
22

11

※端数処理の関係上、差分の数字がグラフ上の数字 から算出される差分と合致しない場合があります。

+31
+12

+14

+19

+10

+15 +13

+13 +9 +11

（%）
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